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研究成果の概要（和文）：観光振興の主体、空港、航空会社等の多業種・多数者間の最適なリスク・シェアリン
グ（RS）メカニズムの解明を目的とし、契約理論等の枠組みによりRS契約に関する分析を行った。また、Airbnb
等のプラットフォーマー（PF）が利用者と供給企業をつなぐ取引が、宿泊等の分野でシェアリング・エコノミー
（SE）として拡大しており、そこでの最適なRSメカニズムの分析も実施した。COVID-19の世界的流行により、甚
大な需要減少がもたらされ、巨大な需要リスクの適切なコントロールに向け、観光需要の特性分析を進めつつ、
制限措置の需要への影響の研究を行い、更に気候危機における関係国間の最適なRSについても分析を行った。

研究成果の概要（英文）：For the purpose of analyzing the optimum risk sharing (RS) mechanism among 
multiple actors in multiple industries such as among tourism promotion entities, airports, airlines,
 etc., the study analyzed RS contracts based on the theoretical frameworks of contract theory and 
game theory. In addition, transactions, in which digital platformers such as Airbnb connect users 
and suppliers, are expanding as a sharing economy (SE) in the field of accommodation, 
food-delivering, etc.　Analysis of the optimal RS mechanism in such transaction is also conducted. 
COVID-19 pandemic has brought about a significant decline in demand, and in order to appropriately 
control such mega demand risk, we analyzed the impact of restrictive measures under pandemic on 
demand while proceeding with research into the basic characteristics of tourism demand. Furthermore,
 we analyzed the optimal RS mechanism between the countries involved in the global climate crisis.

研究分野： 観光政策

キーワード： リスク・シェアリング　契約理論　ゲーム理論　シェアリング・エコノミー　観光地域振興

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
観光分野は、為替等による需要変動が大きく、地震、マクロ経済ショック、気候危機、パンデミックなど多くの
巨大リスクに非常に脆弱で、需要リスクの適切なコントロールが観光立国を実現するため非常に重要。また、
Airbnbなどプラットフォーマー（PF）による取引の浸透、SNS上の口コミ等の影響など技術革新の影響も大き
い。本研究は、契約理論等に基づき、観光分野における最適なリスク・シェアリング（RS）・メカニズムの分析
を、PF取引構造も踏まえて実施し、最適な線形RS分析の内容など理論的な知見を得た。そこで得られた適切なリ
スク分担の仕組みは、空港民営化契約に需要リスク分担条項が具現化するなど実務的にも貢献。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

2018 年当時においても、観光や交通を取り巻く状況は大きく変化しているとの認識であった。
訪日需要は堅調であったが、そもそも、我が国のインバウンド需要は他国に比べ変動幅が大きい
ことが知られていた（その価格弾力性は伝統的に米国などに比べ高い(1.69、Vanhove(2005)）。
加えて台風・地震津波・テロ・伝染病やマクロ経済ショックの影響も大きい。需要リスクのコン
トロールが観光分野の根本的な課題の１つとの認識があった。空港と航空会社間でも、民営化・
LCC の浸透に伴い、個別空港と航空会社が路線需要のリスクについて、相互に支援する形のリ
スクシェアリング（RS）を図る契約の例が出現していた（例：Ryan Air と仏国地方政府間の協
定、能登空港の搭乗率保証契約)。 
需要の不確実性・情報の非対称性の下、RS やインセンティブ設計の観点から、いかなる条件

下で、どのような内容の契約・合意が、関係者の努力を促し、効用水準を維持向上できて最適と
なるのかは、契約理論、ゲーム理論、プリンシパル・エージェント理論、観光・交通経済学の本
質的な課題である。各当事者の努力等が他者から見えない状況下、需要等の不確実性を関係者で
適切にシェアし、有効なインセンティブ構造を確保することは、すべての事業領域に共通する不
変の課題と考える。本研究の課題の核心は、DMO 等の観光振興の主体、空港及び航空会社の間な
どの多業種・多者間における最適な RS メカニズム（契約）を明らかにすることである。 

 
 

２．研究の目的 
観光振興の主体、空港及び航空会社の関係は、対立と協調が共存する複雑で多面的な構造を有

する。本研究は、不確実性と情報の非対称性の下、その 3 者間等に見られる多業種・多者間間の
最適な RS メカニズム（契約）の解明を目的とする。需要の不確実性等の下、多業種間・多数者
間の最適な RS メカニズム（契約）による連携の内容は、関係者の効用に大きく影響し、契約理
論、ゲーム理論、ネットワーク経済分析等の大きな課題である。その分析の成果は、観光・交通
分野を超え、ネットワークを前提とする流通、情報、サプライチェーン、金融・保険等多方面に
も及び、また、シェアリング・エコノミー(SE)を分析する際にも不可欠で、実体経済の高度化に
広く貢献する等、波及効果も大きい。申請者は、不完備契約理論、ナッシュ交渉解等により、空
港・航空会社の 2 者間における最適な線形のリスクシェアリング契約を解明する成果を得てい
る。本研究は、次に、重要性が増す観光振興の主体を加えた関係に拡張し、多業種・多者間にお
けるリスクシェアリング（RS）・メカニズム（契約）分析の深化を試みる。 
 
 
３．研究の方法 
 多業種間・多数者間の最適な RS メカニズム（契約）による連携の内容は、関係者の効用に大
きく影響し、契約理論、ゲーム理論、ネットワーク経済分析等の大きな課題である。研究の方法
としては、具体的に以下となる。 
(1) 契約理論、ゲーム理論、ネットワーク経済分析の知見を用いる。また、 
(2) 現実の観光関連需要の分析に関しては、時系列解析や一般化線形モデルなどの計量経済モデ

ル、次元縮約手法などの多変量解析の手法の観光分野への適用も試行する。 
 
 
４．研究成果 
本研究では、従前、不完備契約理論、ナッシュ交渉解等の枠組みにより、空港・航空会社間の

最適な RS 契約に関し得られている既存の成果を踏まえ、観光振興の主体等を加えた関係に拡張
し、RSメカニズム分析の深化を試みた。併せて Airbnb などのプラットフォーマー（PF）が利用
者と供給企業をつなぐビジネスモデルが、宿泊、輸送等の分野で SE として拡大しており、その
取引構造における最適な RS メカニズム解明のための基礎的な分析も実施した。  
また、2020 年以降、COVID-19 の世界的流行により、関連業界には空前の悪影響がもたらされ

た（それ以前に比べ、2020 から 2022 年において、世界の国際訪問客数は 72%から 37%減(UNWTO)、
訪日客は 99%から 87%減(JNTO))。それ以前より我が国のインバウンド需要は他国に比べ変動幅
が大きく（前述のとおり、その価格弾力性は米国などに比べ高く(1.69,Vanhove(2005)）、地震や
マクロ経済ショックの影響も受け易いこともあり、需要リスクのコントロールの重要性が、改め
て認識されている。 本研究においては、我が国観光需要の基礎的な分析として、観光需要の代
表的な温泉地の需要に関する基礎的分析を行い、需要特性に関する知見を得た。また、温泉以外
の観光需要の分析例として、自然観光地における外国人観光客の消費特性を分析した。併せて、
民泊を例に、コロナ禍によるメガリスクを含め、我が国における SEに関する PF取引構造下のリ
スク分担等に関する予備的な分析等も行った。具体的には以下の分析例に示す成果が得られた。 
 
 



（1） 最適なリスクシェアリング（RS）・メカニズム（契約）に関する分析 
 

多業種間・多数者間の最適な RS メカニズム（契約）による連携の内容に関する分析の一環と
して、従前からの研究成果を基に更に分析を進め、COVID-19 ショックからの回復で大きな課題
となる気候変動リスクへの対応（グリーンリカバリー）に関連し、パリ協定他の対策枠組のなか
でも大きな課題となっている先進国と途上国間の支援や負担の分担に直結する RS メカニズムに
関する分析を行い、書籍（共著）として出版した（Hihara(2022)）。 
具体的には、多くの事業セクターをそれぞれ抱える途上国と先進国の間で、環境対策と経済発

展に関する選好の差異に起
因する温暖化リスクへの効
用の差がある点及び温暖化
による経済的ダメージにも
非対称性がある点を踏まえ
て、相手方の努力水準が他方
に見えない情報の非対称性
（ダブルモラルハザード）の
下における契約理論・プリン
シパル-エージェント理論に
基づく最適ＲＳに関する理
論モデルを、確率微分方程式
を含む動的計画法を用いて
構築した。 
当該モデルを用いて、上記

の差異が合意形成にどのよ
うに影響を与えるのか具体的
に分析した。理論モデルから
は、より多くの支援を求める
途上国側とより少ない支援での温暖化防止を目指す先進国との間で、両者の立場の差異が可視
化され、また、ダメージに関するパラメータの双方の差異が大きいほど立場の相違の大きさはよ
り大きくなることが具体的な感度とともに示された。（図１ 気候危機対処の最適契約に関する
先進国・途上国間の相違に関するモデル分析） 
 
 
（２）プラットフォーマー（PF）を介する取引構造に基づくシェアリング・エコノミー（SE）

分析 
 
Airbnb、Uber、Grab、Didi などの PF が利用者と供給企業をつなぐビジネスモデルが、宿泊、

輸送等の分野で拡大しており、こうした取引は、単に PF が介在するのみならず、利用者が有す
る遊休資産（スペース、モビリティ、スキルセットなど）に関し PF を介して別の利用者とマッ
チングする SE の要素が含まれている。こうした取引は、コロナ禍で一時大幅な需要減に見舞わ
れたものの、コロナ禍からの復興過程で回復・拡大しており、その取引構造の基本的なメカニズ
ムと、そうした取引における最適な RS メカニズムを解明することは、観光分野のみならず、SE
の浸透する広い分野全般における重要性が増大している。 
こうした状況下、Miyasaka & Hihara (2021)他において、PFを介する取引モデルを、正の外

部性を有する両面性市場の構
造を用いてモデル化し、ネット
ワーク外部性が利用者、供給者
の余剰にどのような影響を与
えるかについて具体的に分析
した。併せて、こうした PF を
介する取引構造において、SEの
ビジネスモデルが成立するた
めの必要条件についてもモデ
ルに従い整理した。 

また、コロナ以前において
Airbnb は大幅な市場価値の増
加が見られた一方で、コロナ禍
ではその利用需要が一時 65%以
上減少するなど甚大な負の影
響を受けた。伝統的なラムゼイ

政策がとられる前提下で、上記の
モデルを用いてこの状況をシミ
ュレーションすることで、当該政

図１ 気候危機対処の最適契約に関する先進国・途上国間

の相違に関するモデル分析 

図２ Airbnb 型（ｼｪｱﾘﾝｸﾞ･ｴｺﾉﾐ-型）のプラットフォー

マーによる取引構造の成立条件に関する分析 

Source: Miyasaka-Hihara(2021) 

Source: Hihara(2022) 



策の下では、コロナ禍のような需要に関するメガリスクについて、ほぼ専ら利用者と供給者が負
っているのに対し、Airbnb などの PF は殆どリスクを負わない構造となっている点他を示した。
（図２ Airbnb 型（ｼｪｱﾘﾝｸﾞ･ｴｺﾉﾐ型）のプラットフォーマー取引構造の成立条件に関する分析） 
 
 
(3) 観光需要に関する基礎的な分析例 
 
観光分野の需要特性の基礎的な分析として、コロナ禍直前までのデータにより、我が国の主要

85 地域における温泉の需要（宿泊者数他）に影響する要因について、温泉の質、交通アクセス
に加え、周囲の自然・文化資源の数、外国人インバウンド客などの要因を、柔軟な設定が可能な
一般化線形混合モデル(GLMM)により分析した。台湾、欧州などにおける温泉やウェルネスツーリ
ズムに関する研究との比較
も踏まえ、コロナ禍の前にお
いては、外国人宿泊者の割合
が需要全体に有意に正の影
響を与えるなどの我が国の
独自の温泉需要に関する基
礎的な知見を得た。(図３ 
主要 85 温泉地における温泉
需要に影響を与える要因の
分析) 

また、他の観光需要の基礎
的な分析例として、Zakaria･
Numata･Hihara(2021)他にお
いて、高尾山を日帰りで訪問
する外国人観光客の消費特性
に関する分析を、具体的なサ
ーベイデータに基づき行っ
た。外国人観光客の中でも、日本に長期に滞在する日帰り客とインバウンド観光客における消費
行動の具体的な違いが、食品、物品購入、イベントの体験などの面で統計的に有意である点を明
らかにした。特にピークシーズンにはその違いが大きく、また、サーベイデータに基づく自然資
源に係る観光地の属性認知に基づくと、消費パターンにより外国人訪問客につき 4 つのセグメ
ントに分割できる点他が明らかになった。従前には限られていた日帰りの自然資源ツーリズム
の外国人の消費特性に関する分析結果ついては、協力を仰いだ地元の鉄道会社にも説明・還元し
た。 
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